
 

情報通信審議会 情報通信技術分科会（第１４２回）議事録 

  

１ 日時 令和元年５月２１日（火） １４時００分～１５時１０分 

２ 場所 総務省 第１特別会議室（８階） 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

西尾 章治郎（分科会長）、相田 仁（分科会長代理）、 

安藤 真、石戸 奈々子、伊丹 誠、江村 克己、 

上條 由紀子、三瓶 政一、知野 恵子、根本 香絵、 

平野 愛弓、増田 悦子（以上１２名） 

 

（２）総務省 

（国際戦略局） 

吉田 眞人（国際戦略局長）、泉 宏哉（官房審議官）、藤野 克（総務課長）、 

坂中 靖志（技術政策課長）、沼田 尚道（技術政策課技術調査専門官） 

 

（情報流通行政局） 

柳島 智（放送技術課長） 

 

（総合通信基盤局） 

秋本 芳徳（電気通信事業部長）、布施田 英生（電波政策課長）、 

藤田 和重（電気通信技術システム課長）、 

佐伯 宜昭（電気通信技術システム課安全・信頼性対策室企画官）、 

井手 信二（電気通信技術システム課認証分析官） 

 

（３）事務局 

後潟 浩一郎（情報流通行政局総務課総合通信管理室長）
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開  会 

 

○西尾分科会長  ただいまから、情報通信審議会第１４２回情報通信技術分科会を開催

いたします。 

 本日は雨の中、大変な状況の中、ご参加いただきましてまことにありがとうございま

す。 

 本日は、委員１５名中、現時点で１１名が出席されておりまして、また少しおくれて

来られると思いますので、定足数を満たしております。 

 本日の会議の模様はインターネットにより中継しております。あらかじめご了承のほ

どをよろしくお願いいたします。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいります。本日の議題は、

答申事項１件、報告事項２件でございます。 

 

議  題 

 

答申事項 

①「ネットワークのＩＰ化に対応した電気通信設備に係る技術的条件」のうち

「ＩｏＴの普及に対応した電気通信設備に係る技術的条件」について 

【平成１７年１０月３１日付け諮問第２０２０号】 

 

○西尾分科会長  初めに、答申事項について審議いたします。 

 諮問第２０２０号「ネットワークのＩＰ化に対応した電気通信設備に係る技術的条件」

のうち「ＩｏＴの普及に対応した電気通信設備に係る技術的条件」について、ＩＰネッ

トワーク設備委員会主査の相田委員からご説明をお願いいたします。 

○相田分科会長代理  それでは説明させていただきます。本諮問事項につきましては、

昨年９月の技術分科会におきまして、本委員会から第一次検討の結果についてご報告さ

せていただき、一部答申をいただきました。 

 その後、引き続き委員会を開催いたしまして、昨年１０月から本年４月にかけて第二

次検討を進め、今般、その結果が取りまとまりましたので、報告本体は資料１４２－１
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－２でございますが、概要版１４２－１－１に基づきご報告させていただきます。 

 １ページ目をごらんください。本件の検討事項でございます。 

 第一次検討において継続審議とされました内容に加えまして、近年のネットワークの

ソフトウエア化・仮想化の進展を踏まえた課題を含め、ＩｏＴの普及やネットワーク仮

想化等に対応した技術条件及び資格制度等のあり方、並びに新たな技術を活用した通信

インフラの維持・管理方策について、検討を行ってまいりました。 

 ２ページ目をごらんください。委員会の検討体制でございます。 

 本検討の内容に関しましては、委員会構成員に加えまして、検討課題に関する関連団

体や事業者にもオブザーバーとして参加いただき、検討を進めてまいりました。 

 ３ページ目をごらんください。委員会の検討経過でございます。 

 非公開の主査ヒアリングやメール審議を含め、これまで委員会を計８回開催し、関係

者からヒアリングを行いながら論点を整理し、本ご報告を取りまとめてまいりました。 

 ４ページ目をごらんください。本検討の視点でございます。 

 通信ネットワークの構成は、従来のアナログ方式の交換機に依存していた時代から、

ルータ、サーバ等のＩＰ設備に依存する構成へと既に変容しておりまして、さらに今後

は、ソフトウエア化や仮想化の進展によりまして、よりフレキシブルな運用が実現され

ていくということが想定されます。こうした環境変化を踏まえながら、今回の第二次検

討を進めてまいりました。 

 ５ページ目をごらんください。本検討結果の項目をまとめたものでございます。 

 大きく１、２、３とございますが、１点目の、ＩｏＴの普及やネットワーク仮想化に

対応した技術基準及び資格制度のあり方につきましては、まずソフトウエア化・仮想化

の進展に伴う当面の課題として①から④までの課題を整理いたしました。また、仮想化

技術の本格導入を見据えた将来的な課題として、⑤というものを挙げております。 

 ２点目の、新たな技術を活用した通信インフラの維持・管理方策につきましては、①

と②の観点で整理しております。次ページ目以降で、これらの項目ごとに検討結果の概

要をまとめておりますので、順次御説明させていただきます。 

 ６ページ目をごらんください。１－①、ハードウエアの仮想化に伴う機能維持・冗長

性確保のあり方、及び１－②、ソフトウエアの信頼性確保のあり方というものをあわせ

て整理してございます。 

 ハードウエアの仮想化に伴い、ソフトウエアにより実現される各種機能を仮想化管理
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システムと呼ばれるソフトが統合管理することにより、仮想化技術の特性を生かした新

たな対策が可能となる一方で、昨年１２月にはソフトウエアのふぐあい、具体的にはＬ

ＴＥパケット交換機のソフトウエアの中のデジタル証明書の有効期限切れに起因する重

大事故も発生しております。また、通信設備におけるソフトウエアの機器ベンダー依存

等も生じている中、ソフトウエアの一層の信頼性向上が必要とされております。 

 この関連で、下段の点線組みの中には、総務省が携帯電話事業者に要請して実施した、

ソフトウエアの信頼性確保に関する緊急点検の結果というものを記載しております。 

 これらの点を踏まえまして、１枚おめくりいただきまして７ページ目にございますと

おり、この点線の枠組みの中にございますとおり、有効期限つきのソフトウエアの有無

の確認を初め、ソフトウエアの適切な発注・検証・管理や、バックアップ対策について、

情報通信ネットワーク安全信頼性基準と呼ばれるガイドラインでございますが、これに

追加して、早急に業界全体の取り組みを推奨していくことが適当といたしております。 

 また、電気通信事業者においては、電気通信事故の発生を想定して、利用者への情報

提供について工夫するとともに、周知の改善に係る業界横断的な検討を進めることが適

当としております。 

 続きまして８ページ目をごらんください。１－③、ネットワーク構成の把握のあり方

というものでございます。 

 現状、電気通信事業者による技術基準適合自己確認の届出書類は、主としてハードウ

エア設備の構成等を中心に記載されておりますが、仮想化技術の導入により、機能の一

部がソフトウエア制御により実現されるという状況も生じている中で、設備構成の全容

というものを適切に把握することが必要ということで、届出書類の関連規定の改正や補

足マニュアル等の整備を行い、ソフトウエア制御により実現される機能の構成等を含め

た記載というものを求めるとともに、その運用に関して、各事業者の共通認識が図られ

るよう措置することが適当としております。 

 続きまして９ページ目をごらんください。１－④、ネットワークの維持・管理・運用

に求められる専門知識・能力の変化への対応ということでございます。 

 ネットワーク仮想化の進展や設備構成、通信障害の多様化・複雑化に伴い、電気通信

主任技術者等の有資格者は、ソフトウエア技術や業務マネジメントの知識・能力が新た

に求められる傾向にある一方で、ハードウエアを中心とする設備管理の知識・能力も同

時に求められ、通信設備技術の知識・能力というものも引き続き重要ということで、ど
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んどん必要な知識というのはふえていくわけでございますが、それらを１人の有資格者

に全て監督責任を負わせることには限界があるだろうということで、柔軟な分担体制も

必要と考えられるところでございます。 

 また、一部の資格区分の資格者数や試験受験者数が少数傾向で推移しておりまして、

技術の進展等を踏まえた合理化というものも必要と思われるということで、資格制度に

関しましては、関係者が連携して、点線枠内及び右の図に記載のとおり、電気通信主任

技術者の試験科目等の構成の見直しや、工事担任者の資格区分の見直し等について具体

的に検討して、制度改正を行うことが適当としております。 

 続きまして１０ページ目をごらんください。ここは１－⑤ということで、やや将来課

題ということでございますが、５Ｇコアネットワークやネットワークスライシングへの

対応ということで、仮想化技術が本格的に導入される時点を見据えますと、現行の技術

基準等の制度では十分に対応できなくなる可能性がございます。多様な事業形態やサー

ビス形態において提供される機能に着目した基準等の検討というものが必要と考えられ

るということで、ネットワーク仮想化の本格化に伴うソフトウエア障害の機能維持、ネ

ットワークスライスやオーケストレーターの信頼性確保、多様な関係者間の責任分界の

あり方といったものについて、引き続き委員会で検討を進めていくことが適当としてお

ります。 

 １１ページ目をごらんください。２－①、通信インフラの効果的・効率的な保守・運

用についてということで、我が国において将来的に通信インフラの維持・管理を担う人

材の確保が困難になっていくだろうということを踏まえて、適切な維持・管理方策や人

材育成方策が課題となっております。 

 このため、例えばドローンを活用した社会インフラの高精度な異常検知の保守・メン

テナンスの方策といったようなものを推奨していくことや、５Ｇ時代のサービスの要件

の多様化やネットワーク運用の複雑化に対応するため、ＡＩを活用して効率的に運用の

自動化を行う技術の確立等を推進していくことが適当といたしております。 

 １２ページ目をごらんください。２－②、非常時の応急復旧を含む通信インフラの適

切な維持・管理についてということで、大規模な災害等の非常時には、重要な基盤であ

る通信インフラの機能をできるだけ維持できることが重要でございます。 

 このため、総務省と電気通信事業者による災害時における通信サービスの確保に関す

る連絡会等の場を通じた取り組みの実施や、政府全体で実施した重要インフラの緊急点
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検を踏まえた、緊急対策事業における適切な初動対応のための体制整備といったものを

実施していくことが適当としております。 

 最後に１３ページ目でございますが、今後の対応及び検討課題ということで、本日、

一部答申というものをいただきましたら、本報告でお示しいたしました方向性に基づき、

総務省において速やかに必要な制度改正や関係者への取り組みの促進を進めていただけ

ればと存じます。 

 ＩＰネットワーク設備委員会におきましては、今後も本報告に基づく関係者の取り組

みのフォローアップを行っていくとともに、本報告で継続検討が必要といたしましたネ

ットワークのソフトウエア化・仮想化の本格的な導入を見据えた課題等について、引き

続き検討を実施していく予定でございます。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

○西尾分科会長  どうも、ご説明ありがとうございました。 

 今の説明につきまして、ご意見やご質問等はございませんでしょうか。 

 どうぞ。 

○三瓶委員  今回の発表に関してというよりは、少し将来課題かもしれませんが、１つ

は、仮想化をするということに関して、今の資料だと、例えば超高速とか低遅延という

ものにも柔軟に対応するためには仮想化管理が必要である、あるいは仮想化が必要であ

るというようなロジックになっているのですが、論理的にはそうだと思うのですが、仮

想化とかソフトウエア化に伴って、それが阻止される要素というのは、現状はどうなの

でしょうか。 

 要するに、ソフトウエア化とか仮想化することによって、例えば低遅延が限界がある

とか、あるいは高速化で限界があるとか、そういう限界というのは、発生は特に気にし

なくてよろしいのでしょうかという、ちょっと、興味本位の質問なのですが。 

○相田分科会長代理  そこについては、私もそれほど詳しくはないのですが、ごくごく

一般論でいいますと、仮想化することによって、必要なときにはリソースをもっとかき

集めてこられるということで、多分、コントロールプレーンについては有利になるのだ

ろうなという一方で、やはり実際のユーザープレーンのパスの確保とか、そういうとこ

ろで、結局いろいろな人がいろいろ口出ししたくなるところで、それをいかに上手に調

定するのかというところが難しくなってくる。 

 今までは基本的に、もう通信事業者がパスとかを設定して、これを使ってくださいと
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いう感じだったわけですが、仮想化とかスライスとかになると、ユーザーのほうでこう

いうパスを設定してくださいとか、あるいはオーケストレーターと呼ばれる、そういう

ことをやる人が出てくるというと、やはりそこのところで、ちゃんとそれをうまく、全

体としてうまくできるようにするというのが、おっしゃるようにどんどん難しくなって

くるのだろうなというところで、そういうことを見据えたネットワーク管理の方法とい

うのを確立していかなければいけないところなのだろうなと思っております。 

 何か事務局のほうから補足いただけることはございますか。 

○西尾分科会長  どうぞ、事務局より補足をお願いいたします。 

○藤田電気通信技術システム課長  事務局の電気通信技術システム課でございます。 

 本委員会では、どちらかというと技術的な実現方策というよりは、制度面の検討を進め

ているわけでございますが、いずれにいたしましても、例えば今回の資料の１０ページ

目にあります５Ｇコアの本格化やネットワークスライシングへの対応という、これが本

格的に進んでいったときの制度的問題というのは、今後検討してまいりますが、その検

討の過程では当然、事業者さんに技術動向等もヒアリングしながら進めていくことにな

ると思いますし、先生からご指摘のあった、例えば低遅延をより効率的に実現するには、

例えばエッジコンピューティングのような技術も出てくると思います。そうした場合に、

１０ページ目に挙げさせていただいておりますいろいろな課題がある中で、スライスの

信頼性やオーケストレーターの信頼性、あるいは関係者の間の責任分界等について、エ

ッジコンピューティングがどのような位置づけになるのかといったことも含め、いろい

ろ検討課題が出てこようと思いますので、そういった面も踏まえて、しっかりと検討し

てまいりたいと考えております。 

○西尾分科会長  どうもありがとうございました。 

 どうぞ。 

○伊丹委員  １点お教えいただきたいのですが、仮想化になると、何がどこで行われて

いるかわからないように複雑に、いろいろなものが組み合わされて、見た目には１つの

ものになって動いていると思うのですが、そういうときに、例えば先ほどのソフトウエ

アの問題とかそういうのだったら、ある程度連携しながら結構できると思うのですが、

大災害とかが起こった場合に、速やかにインフラを回復するとか、そういうときにこう

いうことがうまくいくような機能も含めた形の議論になされているのか。 

 例えば大災害のときは、速やかに、シンプルなシステムのほうが回復しやすいという
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のは今でもあると思うのですが、そういうものにうまく対応できるような仮想化の議論

とか、そういうものはいかがでしょうか。 

○相田分科会長代理  すみません、そこら辺も、まだ完全に未来形でもって、ほとんど

手がついていないところでございますが、おっしゃるように、ふだんのこととは別に、

最低限のというか、機能をどうやって確保するかということは、今後極めて重要になる

ところかと思います。 

○西尾分科会長  今のことも重要な課題で、どちらかというと、今後どういう方向性で

検討していくかということが問題であり、具体的なことよりも、そういう議論を今後ど

う進めていくのかということに対するコンセンサスをまずとっておこうということだっ

たと思います。今、伊丹委員のおっしゃったようなことも、必ず重要な考慮点として出

てくるのだと思っています。どうもありがとうございました。 

 知野委員、どうぞ。 

○知野委員  ９ページのところで、ソフトウエア化、新しい能力が求められるようにな

ると。一方でハードウエアも引き続き重要であると。そこで「柔軟な分担体制」とあり

ますが、この「柔軟」ということのイメージがいま一つよくわからないのですが、どの

ようにお考えなのでしょうか。 

○相田分科会長代理  今でも、いわゆる交換系と伝送系ということで、こういう単位で

こういう能力を持った人を置いていなければいけないということになるわけですが、今

はそういう意味で仕切りが、この伝送と線路という２区分になっているわけですが、も

う少し小分けにして、１人の人がもちろん複数のスキルを持っていてもいいわけですが、

こういう範囲内では、少なくともこういう技術を持った人とこういう技術を持った人が

ちゃんとそろっていてくださいというようなことを、必ずしも１人でなくてもいいから、

ちゃんとそういうスキルを持った人がそろうようにしてくださいと、もう少し小分けに

していってはどうかというふうにご理解いただければと思います。 

○知野委員  それを統括する人というか、そういうものに対する基準みたいなものはど

うなっていくのでしょうか。 

○相田分科会長代理  今回のところの説明には落ちていますが、既に、いわゆる経営層

の人で、それ全体で責任を負う人、統括責任者でしたか統括管理者でしたか、そういう

ものを上に置くことというのは、これは既に制度化されております。 

○知野委員  わかりました。それと、１１ページのところで、今後、人材確保が困難に
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なっていくというのは、これは今の９ページのような人材の確保が困難だというつなが

りなのでしょうか。 

○相田分科会長代理  実際に確保が難しくなりつつあるのは、それこそ水底線路ですと

か、海底ケーブルをあれするような人というのが、受験者の中で非常に減っているとい

うことで、これからの技術の確保が難しいということでは必ずしもないと。 

○知野委員  人材確保は、ＩＣＴ分野ではいろいろなところで言われていますが、その

意味では、その人材を若いころから育成してくる文部科学省であるとか、あるいは大学

とか、そういうところにも、こうした問題意識をどの程度伝えることができるかが重要

だと思います。その辺の取り組みはいかがでしょうか。 

○相田分科会長代理  残念ながら、具体的にこういう取り組みをしていると申し上げら

れる段階ではないのですが、１つは、これも未来形ですが、いわゆる学会のようなとこ

ろで、既にこういう技術についている人の継続的なトレーニングですとか、既に古い交

換機の技術等をわかっている人に対して、今の新しい交換機はこんなふうになっている

んだよというようなことを、例えば学会みたいなところを通じて再教育していくとか、

そういうことをしてはどうかというようなことは、検討の中でも議論されたことがござ

います。 

○知野委員  わかりました。広くアピールしていくことが重要なのかなと思いましたの

で、よろしくお願いいたします。 

○西尾分科会長  今の件で、安藤委員、何かご意見はございますか。 

○安藤委員  今ご質問にあったような点は、たまたま私は今、高専機構にいますが、例

えば今、電波ＣＯＥという電波の人材が不足しているぞという話がある。それからセキ

ュリティ人材が不足しているぞと。ＡＩ、それからインフラ、ほとんど全て人材不足と

いう。 

 人口が減ってくるからというだけではなくて、やはりそういう人たちが少ないという

ことで、たまたま教育という意味で、高専は若い学生から、卒業生は１万人ぐらいです

が、ほとんどの人がエンジニアリングの会社に行くという意味では、エンジニアリング

の会社の中では７人に１人ぐらいが高専の人間がいるということもあって、人材という

話はすぐに来ます。 

 見ているとほとんど全て不足しているんだなというのがわかるのと、それから、さっ

きのご説明にもあったのですが、全部融合技術になっていくと、教育するというディシ



 

－9－ 

プリンと、そう簡単に整合しないですよね。若いうちに全てやらなくてはいけないとい

う教え方はできないし、もう少し上で、今度は学会のレベルになりますと、評価される

ということがないと人というのは育っていかないということを考えて、ものすごく総合

的な問題だと思います。 

 それから、伊丹先生がおっしゃったように、ネットワークだけではないですが、やっ

やはりどんどん仮想的になっていくと、切り分けができないから、やらなくてはいけな

いことを数え上げていくと、もう爆発しているんです。 

 ですから、ある意味では１００点を狙うのではなくて、８０点でとどめておいて、少

し効率は悪いけれど、ある意味では分けた技術にしておくほうが、人材育成や、それこ

そ地震で電源喪失とか、そういうパニックのときの対策は必要なのかなと、実は思って

いたときに、先ほどそういう質問が出たので、最終的にうまくいけば最高の効率で、エ

ネルギーもあれだしというところを狙うのと、そこのあんばいを少しつけておかないと、

人材育成についても同じようなことが起きてきて、若い人に何をやろうかというときに、

ブラックボックスだけど使うのはうまいという人ばかりができますと、何を教えていい

かわからないような状況になっています。 

 ですから今、答えにならないのですが、そこのところはいつもメンテしておかないと

いけないんでしょうね。アナログからデジタルに行ったときに、例えばそれを維持する

方々の資格にも随分変化がありまして、決して箱の中には手を突っ込むなと。おかしい

ことが起きたら交換をしなさいと。予備をふやしなさい、あとはメーカーのほうに持っ

ていきなさいと、こんなことを教えていいのかなと思いながら教えたことも、ちょっと

思い出します。随分昔ですけれども。 

 だから、今の仮想化というのも――仮想化って、英語では何というんだろう。 

○相田分科会長代理  バーチャライゼーション。 

○安藤委員  バーチャライゼーションというんですか。今まさに、ＣＰＳという、サイ

バーフィジカルという意味であれしていますが、やはり物理的なところがわからないと、

なかなか我々、教育ですらも分けて教えられないです。そこのところが、答えになって

いないのですが、悩むところです。科目をつくるということはものすごく難しいです。

資格をつくることがその次に難しくて。ただ、世の中はどんどん、そうしなくてはいけ

ないということなので。 

 私はたまたま無線をやっていますが、無線でも、昔は周波数ごとに総務省の所掌とし
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てコントロールして、今でもそうなのですが、もうそれが今度はだんだん、いわゆる周

波数も含めて、ヘテロジニアスネットワークというか、高い周波数から低い周波数まで、

いいところをあわせて使うようなものが、これからのネットワークということですから、

それぞれの専門家というのは結構、知らないことまで手を突っ込まなくてはいけない状

況にはなっています。 

 ただ、ここで負けていられないので、やらざるを得ないのでしょうけれど、先ほどお

っしゃったように、できるだけ切れ目もわかるようにしておくことも、少し重要かと思

います。コメントですけれども。 

○西尾分科会長  どうもありがとうございました。 

 どうぞ。 

○平野委員  ちょっと観点が違うかもしれないのですが、消費電力の観点はどうなので

しょうか。例えば、今の時代、ビッグデータがどんどんふえていて、それをセーブする

だけでも膨大になっていく中で、この４ページ目の右の図のような、いろいろなシステ

ムを整えていくと、消費電力をあまり上げないというか、低消費電力化もまた重要なポ

イントになってくるのではないかと思うのですが、その辺はいかがでしょうか。 

○相田分科会長代理  今回の検討からいいますと、それはこちらが何か制度などで縛る

ようなものではないということではございますが、仮想化してハードウエアをシェアす

るというのは、そういう省エネ化からいうと、どっち向きかというと有利な方向である

とは思います。予備とかを機械ごとに全部ワンセット持つということではなくて、プラ

スワンというか、全体を通じて１個予備を持っておいて、必要なときにソフトをそこに

ダウンロードして、どれにでも機能できると。 

 ただ、確かにおっしゃるように、消費電力というのはこれからも非常に問題になって

くるところですので、必要に応じて、またそういうものも検討項目に加えてまいりたい

と思います。 

○西尾分科会長  どうも貴重なご意見ありがとうございました。 

 江村委員。 

○江村委員  皆さんがもうおっしゃっていることと関係していると思うのですが、文章

にも書いてありますが、いろいろな事業者が出てきますといったときに、それがどうい

う人なのかというのがあまりクリアに出ていないんです。だから、ＭＶＮＯみたいな人

たちが出てきて、あるいはオーバーザトップみたいな人たちが出てきたときに、それぞ
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れの責任分界点がどこにあって、さっき言っていた人材はどこに配置されるのかという

ののイメージが明確になるような検討を、今後ぜひしていただくことが重要かなと思い

ます。それが１点です。 

 もう１点は、このスコープの外側なのかもしれないのですが、いわゆる災害時の問題

というのが出ていまして、今、気候変動で、５０年に一度というのが毎日起きているよ

うな状態になっていて、そのときに、いわゆる通信ネットワークを復旧するということ

自身も非常に重要なのですが、ほかのインフラが何か影響を受けたときに、通信がどう

いう役割を果たすのかという、複合状態での検討というのをやるのが、これからは非常

に重要になっていると思うので、その辺をやっていかないと、やはり縦割りの構造にな

っている問題が解けないのではないかなと思うので、その辺をぜひ、次に検討いただく

のがいいのではないかなと思います。 

○相田分科会長代理  前半のほうのことで言いますと、１－⑤を先送りしたのは、単に

逃げたということではなくて、逆にまだ、今どういうプレーヤーが出てくるのかという

こと自体がよく見えていないということで、もう少し、そういうところをよく見て、そ

れでどういう責任分界をしたらいいのかというようなことをやっていかないといけない

のかなと思っております。 

 それから、後半のほうにつきましても、狭い意味でのネットワークに要求される設備

要件というところからは外になるとは思うのですが、やはり、それで結局全体として、

ネットワークだけが動いてほかのものがダウンしていても困りますし、その逆でも困る

わけで、ほんとうに国民に必要なサービスとどう連携をとっていくかというところで、

ちょっと、どことどう連携していったらいいのか、重要なことだとは思いますので、今

後参考にさせていただければと思います。 

 何か事務局のほうからございますか。 

○藤田電気通信技術システム課長   

後者の点につきましては、必ずしもこの委員会の中心的なスコープではないかもしれ

ませんが、１２ページ目で少しご紹介しましたように、災害の対応につきましては、黄

色い囲みの一番上のところの、「災害時における通信サービスの確保に関する連絡会」と

いうものを別途、総務省で設置しております。 

 ご指摘のとおり、例えば携帯電話の基地局は電源に依存していますので、電気が使えな

くなったときには基地局が使えなくなる可能性がある中で、予備電源を置くほか、電力
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の復旧の情報をできるだけ早くいただくということや予備発電機の燃料をどのように供

給してもらうか、これは他省庁との連携になると思います。あるいは、同じ総務省の中

でも、いろいろな情報の伝達媒体としてはテレビやラジオもありますし、それが使えな

いときにはスマホで皆さんごらんになっているなど、いろいろな要素があると思います

ので、そういったことも含めて、適切な場で検討を深めていきたいと考えております。 

○西尾分科会長  ５０年に１回のことがしばしば起こりつつある中で、今回のようなこ

とを考えるときに、不測の事態を常に検討の中に入れておくということが、もう日常茶

飯事のこととして求められるということだと思います。よろしくお願いいたします。 

 どうぞ。 

○増田委員  ７ページで、災害というよりは事故があった場合の対応について、消費者

からすると、どこに行けば情報が得られるかということが一番重要で、そこで右往左往

するということが実際にございました。 

 ですので、例えばあるキャリアが事故を発生させたとしても、その情報をほかのとこ

ろからも得られる、あるいは代理店からも得られるような、そういうネットワークがつ

くられていればいいなと思うことと、それを事前に情報提供していただいておけば、常

日ごろ、大丈夫かなと思いますので、ぜひ、よろしくお願いしたいと思います。 

○相田分科会長代理  今回の枠組みの中でも、いわゆるキャリアショップというか、そ

この窓口に行けば確実にちゃんと確認できるようにとか、それからお勧めとしては、該

当事業者さんがケーブルテレビ事業者さんだったら、自社のケーブルテレビのコミュニ

ティチャンネルに出すとか、あるいはその他、より大規模な災害の場合には、もっと本

格的な全国マスコミに出して、画面のこういうところに出してもらうとか、そういうこ

とをいろいろお願いしているところかとは思います。 

 ちょっと話題はそれますが、そういう点では、ここ１０年ぐらいで、ユーザーに対す

る利用者周知が非常に進んだのは鉄道業界だと思うのですが、今はもう、駅に行くと、

他社線情報とかいって、必ずしも自分の会社のことでなくても、どこでどういうトラブ

ルが起きているというのが、駅に行くとどこでも見られるというので、やはりそういう

ものを他山の石として参考にして、エンドユーザーにすぐ、どこでどういう障害が起こ

っているのか、いつごろ復旧しそうなのかというようなことが伝わるように、ぜひ、目

指していきたいと思っております。 

○西尾分科会長  どうもありがとうございました。 
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 皆様から貴重なご意見、コメントの数々をいただきまして、まことにありがとうござ

いました。 

 今いただきましたご意見を踏まえまして、本件答申案として、資料１４２－１－３の

とおり、一部答申したいと思いますが、いかがですか。よろしいですか。 

（「異議なし」の声あり） 

○西尾分科会長  それでは、案のとおり答申することといたします。 

 ただいまの答申に対しまして、総務省から今後の行政上の対応について、ご説明を伺

えるということですので、よろしくお願いいたします。 

○秋本電気通信事業部長  電気通信事業部長の秋本でございます。本日は、「ＩｏＴの普

及に対応した電気通信設備に係る技術的条件」に関する一部答申をいただきまして、誠

にありがとうございます。 

 この答申は、ソフトウエアに起因する通信障害への対策や、ネットワーク管理に求めら

れる専門知識の変化を踏まえた、資格制度の見直しの方向性などをお示しいただいたも

のと受け止めております。 

 総務省におきましては、本日の一部答申を受けて、必要な制度整備を速やかに進めると

ともに、関係者の取組を促進してまいります。 

 また、本日の分科会におきまして、委員の皆様方から多数のご指摘をいただきました。

本日の答申は一部答申でございまして、将来課題は山積しているものと受け止めており

ます。引き続き、西尾分科会長、ＩＰネットワーク設備委員会の相田主査をはじめ、委

員、専門委員の皆様方に、情報通信行政に対する格別のご指導を賜りますようお願い申

し上げます。本日は誠にありがとうございました。 

○西尾分科会長  どうもありがとうございました。 

 

報告事項 

①「放送システムに関する技術的条件」のうち「ＦＭ同期放送の技術的条件」

に関する検討開始について 

【平成１８年９月２８日付け諮問第２０２３号】 

 

○西尾分科会長  それでは、報告事項に移ります。 

 諮問第２０２３号「「放送システムに関する技術的条件」のうち「ＦＭ同期放送の技術
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的条件」に関する検討開始について、放送システム委員会主査の伊丹委員から、ご説明

をお願いいたします。 

○伊丹委員  それでは、資料１４２－２をごらんください。本日は、放送システムに関

する技術的条件のうち、ＦＭ同期放送の技術的条件の検討開始についてご報告いたしま

す。 

 まず、検討開始の背景についてご説明いたします。 

 ＦＭ放送には、県域や広域のＦＭ放送、コミュニティ放送、ＡＭ放送のＦＭ補完中継

放送などがありまして、現在、周波数帯として７６から９５メガヘルツが割り当てられ

ているところです。しかし、コミュニティ放送局は増加傾向にあり、ＦＭ補完中継放送

局も全国的な置局が進むなど、ＦＭ放送用周波数の逼迫は深刻化しています。 

 こうした周波数の逼迫解消のための技術として、複数の送信所で同一の周波数を利用

する同期放送技術があります。ＦＭ同期放送につきましては、周波数の有効利用以外に

も、車載ラジオ等で移動しながら受信する場合でも、チャネルの変更の必要がないとい

ったメリットもあり、近年のデジタル変調技術の進展等により、高精度の同期システム

が比較的容易に構築可能となったことから、一部の事業者では既に導入されています。 

 しかし、このようなデジタル変調技術やＧＰＳなどを用いた高精度同期手法に対応し

たＦＭ同期放送の技術的条件の検討は行われていなかったため、これまでは実効的に導

入されてまいりました。 

 こうした状況を踏まえ、総務省では、平成２９年度から平成３０年度にかけて、ＦＭ

同期放送の導入に関する技術的条件の調査検討を実施しており、本調査検討の結果を受

け、ＦＭ同期放送の導入を促進するため、今般、放送システム委員会の下に作業班を立

ち上げ、ＦＭ同期放送の技術的条件の検討を行うこととしたものでございます。作業班

の構成員といたしましては、放送事業者や送信設備・受信機器メーカー等の関係者に参

加していただき、令和２年２月ごろの一部答申を目標としております。 

 次に、２ページ目をごらんください。 

 この図は、ＦＭ同期放送のイメージを示したものでございます。アンテナと、その周

りの円が、それぞれの送信所とその放送区域を示しています。同期放送の組み合わせと

いたしましては、親局と中継局、中継局同士といったパターンが考えられますが、同期

放送ではそれぞれの放送区域が重なる部分で放送波が干渉し合い、音質が劣化する場所

が出てきてしまいます。 
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 このような同期干渉エリアの音質劣化を抑制し、通常のＦＭ放送と同等の音声品質を

確保することを目標として、同期のタイミングや干渉調整のための混信保護比等の技術

的検討を行うこととしております。 

 以上、簡単ではございますが、放送システム委員会からの報告とさせていただきます。 

○西尾分科会長  どうもありがとうございました。 

 ＦＭ放送のことについては、周波数が逼迫しているというのは、我々も容易に想像で

きるところなのですが、その解決を図るということについての検討開始でございます。 

 ご意見やご質問はございますでしょうか。どうぞ。 

○安藤委員  技術的な話ですが、これは等電界のエリアで干渉を抑えるというのは、実

際には振幅とか位相を変えるのですか。 

○伊丹委員  同期放送自体の考え方は結構古くて、アナログの時代にもいろいろと実験

はなされてまいりましたが、この、ちょうど重なるところで、ＦＭというのは干渉波と

いうか、自分の信号でも結構ですが、ずれた信号が参りますと非常に特性が劣化すると

いう性質を持っていますので、送信所からのタイミングを、ある２つのエリアが重なる

部分で、位相まで含めてぴったり合うように重ねて、それで低下を抑えて受信できるよ

うにする技術でございます。 

 近年、デジタル技術を用いたＦＭのアナログ変調器ですが、それが広く使われるよう

になってまいりまして、ＧＰＳなどを利用した非常に高精度な時間同期ができるように

なりましたので、それのおかげで技術的に広く使える、使いやすくなってきたというこ

とで、このような技術基準を設けようという話が進んでまいりました。 

○安藤委員  わかりました。 

○西尾分科会長  ほかにございますか。よろしいですか。 

  それでは、本件につきましては、今後、検討開始ということですので、どうかよろ

しくお願いいたします。 

 

②戦略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ）について 

 

○西尾分科会長  それでは続きまして、戦略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ）

について、総務省からご説明をお願いいたします。 

○沼田技術調査専門官  それでは、資料１４２－３に従いまして、戦略的情報通信研究



 

－16－ 

開発推進事業（ＳＣＯＰＥ）につきまして、ご報告申し上げます。 

 資料をお開きください。１ページでございます。 

 ＳＣＯＰＥは、情報通信技術分野において新規性に富む研究開発課題を、大学・国立

研究開発法人・高専・企業・地方公共団体等の研究機関等から広く公募をさせていただ

きまして、外部有識者による選考の評価をいただいた後に、研究開発を委託する形をと

っております競争的資金でございます。平成１４年度から実施しているプログラムにな

ってございます。 

 今回ご報告差し上げたいのは、１ページ、令和元年度実施プログラムとして（１）か

ら（６）まで挙げてございますが、令和元年度におきまして、プログラムを改変して改

革を行ったもののうち、現在、公募の結果が出て、具体的な研究開発に取り組みを始め

ていただく段に至りましたもの、（１）、（２）、赤文字にしたところにつきまして、特に

ご説明を差し上げたいと存じます。（１）社会展開指向型研究開発、（２）ＩＣＴ基礎・

育成型研究開発でございます。 

 ２ページをごらんください。これらプログラムにつきましては、重点研究開発分野と

いうものを設けまして、こういった分野に従った研究開発に取り組んでいただくという

ことで、ＳＣＯＰＥは推進されてございます。 

 ①から⑧まで重点を設けてございますが、おめくりいただいた３ページに、背景とな

る施策戦略も掲げてございます。色分けで４つにカテゴライズされてございますが、下

から２番目、情報通信審議会技術戦略委員会からいただきました中間答申に従いまして、

①から⑦までの重点を定めてございます。 

 ここで１点、追加修正をさせていただければと存じます。①から⑥の重点研究開発分

野につきましては、平成２７年７月の技術戦略委員会中間答申に基づきまして設定をさ

せていただきました重点開発分野でございます。これに⑦の、平成２８年７月に第２次

答申をいただきまして追加になった重点分野、そして⑧につきましては、平成２９年１

２月の総理指示でございます第１６回宇宙開発戦略本部会合の結果に基づきまして追加

になった重点でございまして、これら８点に基づいて推進してございます。 

 ４枚目のスライドをおあけください。令和元年度から改革をしたプログラムのうち、

社会展開指向型研究開発でございます。 

 特に第５期の科学技術基本計画におきましては、研究力及び研究成果の最大化、一層

効果的・効率的な資金の活用を目指すという方針を示していただいたところでもござい
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ますし、社会展開指向型につきましては、実用化・社会実装を目指す研究開発への重点

を図るということで、従来、重点領域型研究開発として取り組んでおりましたプログラ

ムの改変をいたしまして、特に実用化・製品化段階にある研究提案を採択の段階から重

点的に採択するという方向を打ち出したところでございます。 

 おめくりください。５ページ目のスライドでございます。ＩＣＴ基礎・育成型研究開

発でございます。 

 若手の研究者の研究費獲得の機会を拡大するとともに、中小企業等の斬新な技術の発

掘を強化するということで取り組みを進めることにしたものでございます。特に令和元

年度のポイントといたしましては、１点目が、３年枠のプログラムにつきましては多段

階選抜を行うということで、初年度は、従来６件程度採択することにしておりましたと

ころを１５件にするということで、２.５倍の採択をして、採択の機会を拡大するという

ところに力を入れたところでございます。そして、２段階選抜ということで、２年目、

３年目につきましては年間約１,０００万ということで、資金を供給することにしてござ

います。 

 ポイント２は、１年枠の採択件数を３倍にするということで、金額は小さいながら、

採択件数がふえるということで、小規模ではありますが短期間で成果の出る研究開発を

支援し、特にＩＣＴ分野の若手研究者がみずから研究費を獲得できる機械を拡大したも

のでございます。 

 ６ページのスライドをごらんください。それぞれ、社会展開指向型、ＩＣＴ基礎・育

成型の２つのプログラムにつきまして、ご提案をいただいた件数、採択数、それに対す

る採択の倍率をおまとめしてございます。なお、６ページの下半分につきましては、公

募から採択に至る具体的なスケジュールを、参考としておつけしてございます。 

 資料の７ページをごらんください。こういった形で取り組んでいただきました競争的

研究資金（ＳＣＯＰＥ）の研究成果につきまして、毎年秋、１０月に、研究成果の発表

を行う場として、ＩＣＴイノベーションフォーラムという場を設けてございます。昨年

につきましては、１０月１０日に明治記念館を会場として開催いたしまして、３５１名

の方にご来場いただいてございます。 

 なお、こうした成果の中で、特に社会実装や実用化の段階に進んだ事例を、お手元に

お配りしてございます研究開発成果事例集におまとめしてございます。ぜひ、お手元で

お開きいただけたらと存じます。 
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 まず、開いていただきますと、ＳＣＯＰＥの概要をお書きしてあるページがございま

すが、２ページをご参照ください。地域ＩＣＴ振興型という、過去にこういったプログ

ラムがございまして、取り組んでいただきました結果、福井大学医学部の木村先生、笠

松先生のお取り組みとして、総務大臣賞を初めいろいろな賞を受賞されたということで

ございまして、１２誘導心電図を活用しました医療・介護の分野での活用できる技術と

いうことでございます。 

 特に、このページの下部にございますとおり、社会実装、成果展開動向といたしまし

て、福井県内の３つの消防本部・４病院に加えまして、石川県内の５消防本部・９病院、

京都府内での消防本部・２病院で運用するという、広域的な医療の現場の連携にも役立

てていただけているというものでございます。 

 また、もう１例だけ言及させていただければと思いますが、４ページをご参照くださ

い。中小企業の方からのご提案でありまして、ｓａｎｔｅｃという株式会社からのご提

案で、液晶ディスプレー技術のＬＣＯＳプロセッサという技術を使いまして、次世代の

光ノードシステムを研究開発したということでございます。波長選択スイッチというこ

とで、ＷＳＳ研究開発に成功いたしまして、具体的に製品化が実現されたという内容で

ございます。 

 加えまして、社会実装、展開の動向といたしまして注目いただければと思いますのは、

国立天文台が取り組んでおりますプロジェクトとして、ハワイのすばる望遠鏡にもこの

研究開発の成果の一部が展開されたという、世界的に取り組みが広がったという例の１

つでございます。 

 お時間もありますので、全体をご紹介することはできませんので、一部のご紹介にと

どめさせていただきますが、こういった形でＳＣＯＰＥ、社会展開・社会実装に向けた

成果も上がってきてございます。これも、審議会の先生方からのいろいろなお力添え、

ご助言のあってこそのことでございます。 

 また今後、引き続きＳＣＯＰＥに力を入れて展開してまいりたいと存じますので、な

お引き続き、ご指導のほどよろしくお願いしたいと思います。ありがとうございます。 

○西尾分科会長  どうも、説明ありがとうございました。 

 ご質問やご意見はございませんでしょうか。どうぞ。 

○根本委員  すばらしい研究成果が出ているということで、それはよくわかるのですが、

応用研究にフォーカスするといいますか、実用化・社会実装を目指す研究開発が重要で



 

－19－ 

あるということにはどなたも賛成されることなのだと思うんです。 

 ただ、どこもかしこも実用化・社会実装を目指す研究開発では、これから先行き、今

は収穫できるけれど、種はまかないということになりますと、先細りするということは

目に見えているわけだと思うんです。 

 最初のところの、背景となる政策・戦略のところで、第５期科学技術基本計画という

のがあるのですが、ここに科学技術イノベーションの基盤的な力の強化ということが言

われていて、基礎研究・基盤研究の重要さというのは、この科学技術基本計画でも十分

に言われていたことだと思うんです。 

 そういうことを鑑みると、その辺のポートフォリオ的なといいますか、基礎研究から

実用研究、社会実装までをどうやっていくのかというところの視点が、あまりここから

は見えてこないのがちょっと心配かなという点が１つ。 

 もう１つは、段階的なＳＣＯＰＥの実施といって、１年目、２年目、３年目というふ

うに分かれているというのはとてもよくわかるのですが、一方で、若手研究者の場合に

はライフイベントというものが結構重なる場合がありまして、その場合に、評価をどの

ように、重なってしまった場合にどうやってクリアしていくのかという点が、あまり実

施されている場面では明確化されていない。そうしますとなかなか難しいといった部分

も出てくるのかなというのが、もう１つ気になる点です。 

 以上です。 

○西尾分科会長  貴重な質問が２点ございまして、多分、委員の方々は同じようなこと

をご質問されたいのではないかと思います。いかがでしょうか。 

○沼田技術調査専門官  どうもありがとうございます。今回のご説明が、社会展開指向

型というプログラム名と、社会実装というところに力を入れ過ぎてご説明した部分が、

もしかするとあるのかなと、ちょっと反省してございます。 

 実は、この社会展開指向型の研究開発には、３年枠と２年枠という２つの枠を設けて

ございます。色合いを少しつけてございまして、特に今回、力を入れてご説明差し上げ

ましたのは、２年枠というほうでございまして、２年間という研究期間におきまして、

単年度当たり２,０００万円という比較的大きな額の研究費をとっていただき、実用化・

社会実装を目指す本格的な研究開発を実施するものを支援するという形に重点化してご

ざいます。 

 一方で、これは改革前からの引き継ぎの形になっているのですが、３年枠という枠も



 

－20－ 

ございます。こちらにつきましては、むしろ基礎的な段階からのボトムアップ的な研究

開発を想定ということを基礎に置いておりまして、予備実験や理論検討等の研究開発を

行うことを通じた、実行可能性や実現可能性の検証ということをフェーズⅠとして実行

していただいた上で、選抜の評価を経て、第２フェーズとして実用化・社会実装に向け

た研究開発を実施していただくというような形のプログラムに仕上げてございます。フ

ェーズⅠが１年間、フェーズⅡが最長２年間ということで、それぞれ年度当たり３００

万円、１,０００万円という費用で研究開発に取り組んでいただくというものになってご

ざいます。 

 あと、先生ご指摘の、若手や将来に向けた研究の支援についてですが、こちらはむし

ろ、２つ目のプログラムとしてご紹介申し上げましたＩＣＴ基礎・育成型の研究開発の

ほうで、若手の育成というところには力を入れようということで、こちらにつきまして

は、社会実装・実用化というよりも、将来を見据えた、芽を出していただくための若い

研究者に、ぜひともとっていただきたいという設計にしてあるところでございます。 

 十分なご説明になっているかどうか、ちょっと心配なのですが、若干のご説明を補足

させていただきました。 

○西尾分科会長  根本委員、どうですか。 

○根本委員  確かに、最近、製品化までの研究スパンが、昔と違って短くなっていると

いうことは、確かにそうだと思うのですが、そうはいっても、例えば１年で成果が出る

ようなものは、そもそも最初から企業でやればいいんじゃないのかという話もあると思

うんです。つまり、国費を使ってやるということは、それとは違う意義というものがや

はり求められているのかなという部分もあると思いますので、もう少し長い目というの

も必要かなと。 

 また、ＳＣＯＰＥの中では、過去に行われた基礎研究が、実は花開いているというも

のもあると思うんです。そういうものが、残念ながらこういうパンフレットとかではフ

ィーチャーされていなくて、なかなか発掘が難しいのだと思うのですが、昔やった、こ

ういった基礎研究が、こんな重要な実装につながっているんだというようなことを、パ

ンフレットのようなもので示していただけると、そのつながりというものがわかりやす

く示せるのかなと思います。 

 もう１つ、若手の育成ですが、先ほど申し上げたのは、実施をするに当たって、若手

を育てようという意気込みはとてもよくわかるのですが、実施のときの評価のあり方と
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いうものに気をつけていただきたいなと思っており、ライフイベント等でちょっと研究

はおくれぎみだけれど、十分に大きなポテンシャルがあるというようなものについては、

もうちょっと長いスパンで育てていただくというような視点も必要なのかなと思います。 

○西尾分科会長  はい。どうでしょうか。 

○沼田技術調査専門官  どうも、貴重なご意見、ご指導をいただきまして、どうもあり

がとうございます。今後、ＳＣＯＰＥも見直しの時期というのがございますので、また、

遅くならないように、しっかりといただいたご意見も踏まえて、今後、しかるべくＳＣ

ＯＰＥもプログラムの改革に取り組んでいきたいと考えた次第でございます。 

 なお、ＳＣＯＰＥの今の評価のあり方といたしまして、追跡評価というものも実施し

てございまして、評価の後、終了後３年たちますと、追跡評価というものもさせていた

だきまして、具体的にいろいろな成果が展開していくといったところまで、私どもも把

握させていただいております。 

 そういったものを含めまして、今回の成果展開事例集の中に、少し終了時点が古いも

のも載っておりまして、先ほど言及させていただきました４ページのものにつきまして

は、平成２５年度終了のものになってございます。年を経て、ここまで展開がされてき

たという事例の１つでございます。 

 それ以外にも、基礎研究から始めて展開されてきているものもございますので、そう

いったところもうまく国民の皆さんにお届けできるような工夫というのを、これから凝

らしていければと存じてございます。ありがとうございます。 

○西尾分科会長  どうも、お答えありがとうございました。 

 ほかにございますでしょうか。どうぞ。 

○三瓶委員  今の話に関係するのですが、私はいろいろなプログラムがあっていいと思

っているんです。そういう意味で、今回特に、この社会展開指向型というのは、主張す

るのであればもっとクリアに主張するべきだろうと思います。 

 何となく、いろいろな方向にバイアスを均等にということは、あまりインパクトがな

くて、やはり、先ほど死の谷と書いてありますが、この図が適切かどうかは別として、

こういうところまで伸ばしたいんだということがほんとうに主張点のメーンであるなら、

それをはっきりとクリアに主張するようなプロジェクトだと、もっと限定していいと私

は思うんです。 

 逆に、基礎研究から製品化までの下のほうといいますか、基礎研究に近いところとい
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うのは、いろいろなプロジェクトがあるので、このプロジェクトでは、そこはさておき

というぐらいでも、私はいいのではないかなと思っています。 

 以上です。 

○西尾分科会長  どうぞ。 

○安藤委員  そういう意味では、社会実装にあまりにものめり込み過ぎているのではな

いかと。ＳＤＧｓがあれして、インダストリー４.０、それからソサエティ５.０、社会

実装というのがどんどん大きくなってくるということは、科研費にも、実は審査にもそ

ういう雰囲気が少し出てきたので心配しているぐらいなのですが、私自身は、総務省さ

んのこのＳＣＯＰＥのプログラムは、多分、こちらのパンフレットの表を開いたときに、

ご説明にもあったのですが、ここに１から６まで書いています。１が社会展開、２がＩ

ＣＴ基礎で、その後ろの３番は電波有効利用ということで、非常に特色のある、新しい

周波数開拓と、古い周波数を使いこなすという意味のプログラム。それから４番目は、

これは全く人材育成で、ある意味で無色透明で、非常にディシプリン的な、電波ＣＯＥ、

この名前がよく通ったなと思うぐらい、すごい、ある意味では学術のほうに近い名前で

す。それから５番の国際標準化というのも、非常に今、先ほどの人材育成の中の中心に

なるぐらい、今、人材不足で困っているところですし、５番はちょっとわけがわからな

いぐらい独創的なあれですよね。 

 ですから、この１から６までの品ぞろえを見ると、結構、このプログラムそのものは

ユニークだなという気がしています。特に、１、２についてはもう社会実装で、一般の

人にある意味で向けて、やるべきだという声をいただくためにも、こういうカテゴリー

も少し、今は出さなくてはいけないのかなという理解をしました。 

 ですから、これ全体でバランスをぜひとっていただいて、それこそ、総務省がやるべ

きこと、国土交通省がやるべきこと、文部科学省がやるべきこと、経済産業省がやるべ

きことというのを、横並びでこういうやつを見比べてやるのがいいのかなと、ちょっと

思っています。よろしくお願いします。 

○西尾分科会長  はい、どうぞ。 

○江村委員  皆さんおっしゃっていることともちょっと関係するのですが、やはり全体

のポートフォリオを見せるということが非常に重要だと思うんです。そのときに、もう

１個の視点が、やはり絵柄とか事例に挙がっているのが、ほとんどリニア型で、計画し

たとおりやるという構造のプロジェクトが多いように見えます。 
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 ものによっては、ほんとうにアジャイルな研究開発をしなければいけないものも出て

きていて、そういったときに、性格によって評価の仕方やお金のつけ方は変わるはずだ

と思うのですが、そういうことがわかるような。 

 だから、どういう形でポートフォリオを見せるかというのは、ちょっと工夫をいただ

くことが必要かなというのが１点と、もう１つは、これは非常に重要なことをやられて

いるのですが、全体で見たときに、投資の規模として十分かというのは、ちょっとやは

り気になっていて、数が少なくないかなと。 

 根本先生がおっしゃった、特に種まきのほうに少し重点を置くなら、そこは数をいっ

ぱいまかなければいけない構造になると思うのですが、それもあわせて、その全体像を、

別の機会でもいいので、見せていただけるといいかなと思います。 

○西尾分科会長  はい。ほかにございますか。どうぞ。 

○上條委員  極めて些末な意見かもしれないのですが、今、江村委員の、ポートフォリ

オや全体像、それから数のバランスをお考えになってというご指摘に非常に賛同させて

いただくのですが、このＳＣＯＰＥのパンフレットをぱっと開いたときに、まず私が、

年齢的なものもあるのですが、字が小さいなと思いまして、読むのがつらいなとまず思

ったということは、あえてご指摘させていただくのと、ぜひ、いきなり一番最初に社会

展開指向型研究開発ということで、各項目が並行ページでいきなり書かれているので、

ぜひそのポートフォリオや比率や全体像の絵を、もしおつくりになられましたら、ぜひ

このパンフレットの一番最初に、そういった全体像などが見えると、非常によりよいパ

ンフレットになるのではないかと思いましたので、些末な指摘で恐縮ですが、申し上げ

させていただきました。 

○西尾分科会長  推進しておられることの情報発信をしていく上で、よりインパクトの

ある形でなさってはいかがでしょう、ということをおっしゃっていただいているのだと

思っております。 

 ほかにございますか。どうぞ、三瓶委員。 

○三瓶委員  今、いろいろと意見が出た中のことに関係するのですが、資料でいうと、

さっきはとどめたのですが、４ページ目の絵で、これは、この絵の描き方自体があまり

にも従来的だと私は思うんです。 

 なぜかというと、いろいろな分野があるのですが、特に情報通信の中では、今はマー

ケットというものがかなりクリアに、まず最初に議論されるのがマーケットなんです。
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マーケットというのがあって、その中でどういう技術展開をそれに向けてやっていくか

という流れになりつつあって、これはその逆なんです。マーケットが先に見えない中で、

順次事業展開を考えていく。これは一番、今の時代にやってはいけないプロセスではな

いかなと思うんです。 

 要は、先ほどいろいろ、ポートフォリオだとかお話があったのですが、そういうマー

ケットの流れというものを考えた上で、どこにどういう力を入れていくのかという意味

で、先ほどの、例えばＳＣＯＰＥの資料の２ページ目の①から⑥も、それぞれ違う位置

に多分マッピングされるのだと思うんです。総務省はこういうところにこういう力の入

れ方をするんです、という見え方が、やはり今は必要なのではないかなと。 

 ですから、そういう議論も含めて、あるいはＳＣＯＰＥの展開も、順次いろいろと改

定されていくというのであれば、そういう時代の流れを少し配慮しながら、今後いろい

ろ改定していくなり何なり、考えていかれたほうがいいのではないかなと思っています。 

 以上です。 

○西尾分科会長  どうぞ。 

○石戸委員  石戸です。先ほど出ている意見に賛同します。私も社会実装のところに関

しては、採択基準が気になりました。先ほど、民間でもいいじゃないかというご意見も

あったのですが、民間、国と様々な予算がある中で、この事業として何を重視して、ど

ういう基準で採択をしていくのかが、わかりやすいといいと思います。 

  もう１つは、６ページ目を見ると、１.９倍の倍率は少ない、もったいないと感じます。

こちらの冊子を見ると、昨年の若手は５.８倍で、その前は８倍と書いてあるので、倍率

が下がっているとうことかと思います。せっかくの機会ですので、より多くの方々に周

知して、より多くの案の中で採択できるような環境を用意されるといいのではないかと

思いました。 

 以上です。 

 

○西尾分科会長  どうもありがとうございました。 

 ほかにございますか。 

 最初に根本委員より、これだけ社会構造あるいは産業構造が、あるいは技術がドラス

ティックに変わっていく中で、今どういう形で国費を使っていくかというときに、むし

ろ、現時点のものに対してではなくて、将来どういう形で生きるかわからないのだけれ
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ど、多様なものに適切に投資をして、ある種の知の貯金をしておくということも大事で

はないかということをおっしゃっていただいたと思います。そのような観点からＳＣＯ

ＰＥの全体を今後どうしていくのか。 

 また、江村委員からは、全体枠をもうちょっと大きくすべきではないかというような

ことまで言っていただきました。総務省の事業として、次世代へつなぐ非常に大事なも

のだと思います。 

 ですから、今いろいろ出ました貴重な意見をもとに、このＳＣＯＰＥ事業をより充実

する、より実りあるものにしていくということでお願いします。先ほど、今後改定もあ

るということでしたので、規模や予算的なことも含めて、ぜひご検討いただければ、と

思います。日本のこの分野がますます活性化していく重要なベースになると思いますの

で、どうかよろしくお願いいたします。 

 どうぞ。 

○吉田国際戦略局長  国際戦略局長でございます。ほんとうに先生方、貴重なご意見を

ありがとうございました。 

 このＳＣＯＰＥは、私どもにとっても非常に競争的資金の供給の制度としては貴重な

ものでございまして、それなりの歴史のあるものでございます。 

 折々においていろいろな改変とか、私どもにとっては改善を図りながら運用をしてい

っているものでございますが、まだ不十分な点等、多々あろうかと思います。 

 今いただきました貴重なご意見を念頭に置きながら、よりよい効果が出るような形で、

かつ、でき得れば全体のボリュームも、我々としてもふやしたいところでございますの

で、世の中に対してちゃんと説得力のある、いい制度であるということがもっと明確化

できれば、きっちりとした予算の配算ということも、政府内では考えていけると思いま

すので、そのあたりは引き続き取り組んでいきたいと思っています。 

 また、改善しようと思った、先ほど、再度石戸委員からご指摘があったように、我々

も１.９倍というのは、つまりよかれと思って新しい制度を導入しているのに、少し競争

率が低いということについては、これはまた、ちゃんと分析をしなければいけないなと

思っているところでございまして、そういう点も含めて、引き続き改善に努めてまいり

たいと思いますので、またご指導をよろしくお願い申し上げます。どうもありがとうご

ざいました。 

○西尾分科会長  どうも、貴重なコメントをありがとうございました。 
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閉  会 

 

○西尾分科会長  それでは、本日予定しておりました議題は以上のとおりでございまし

て、委員の皆様から何かございますでしょうか。よろしいですか。 

 事務局のほうからはございますか。 

○後潟総合通信管理室長  ございません。 

○西尾分科会長  それでは、本日の会議を終了いたします。 

 本日も、皆さん方から一言ずつはご意見をいただけまして、非常に充実した分科会に

なり、誠にありがとうございました。 

 次回は、既にお知らせしておりますように、６月１８日、火曜日、午後２時から予定

をいたしております。皆さん、よろしくお願いいたします。 

 以上で閉会といたします。どうもありがとうございました。 

 

 


